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つくば市議会

議長 黒田 健祐 様

原水爆禁止日本国民会議

共同議長

茨城平和擁護県民会議

代  表
茨城県平和フォーラム

代  表
脱原発とうかい塾

世話人代表

核兵器禁止条約の批准および東海第二原発に関する要請

広島・長崎への原爆投下からこの夏で 81年になります。あの暑い夏の日に、原爆投下の1滲

禍に会い、生き抜いてこられた被爆者の方々の平均年齢は86歳を超え、被爆者の数は減少
しています。今なお未解決の課題では、長崎の被爆者が「旧長崎市であったかどうか」で線引

きされ、いまだ被爆者と認められずに「被爆体験者」となちていることです。「被爆体験者」は

被爆者です。その方々が生きている間に一刻も早い解決と救済が求められていることを訴え

ます。

現在、世界には 1万 2千発以上の核兵器があり、その大半をロシアとアメリカが保有して
おり、人類は原子爆弾の脅威から逃れることができないでいます。また、ロシアのウクライナヘ

の軍事侵攻、核保有国であるイスラエルによる近隣諸国への攻撃など、今世界で起きている

戦争で核兵器使用リスクも高まっている状況にあります。        ′
f日
本原水爆被害者団体協議会 (日本被団協)のノーベル平和賞受賞(2024年 )は、国内

外に大きなインパクトを与え、核廃絶に向けてとりくんできた私たちも大いに励まされる出来

事でした。

しかし、日本政府は核保有国と非保有国の「橋渡し役」を自称しているにも関わらず、「核

兵器禁止条約」(TPNW)への不参加の態度を変えていません。すでに世界は核兵器の非人
道的な違法性を認めており、核兵器の存在そのものを禁止する国々が動き出していることを

考えれば、日本も核廃絶に向けてTPNWへの署名・批准をするべきです。
核の放射能被害の問題では、東京電力福島第一原発事故から15年が過ぎましたが、県内

外に23,410人 (本年2月 )が避難生活を続けており、2,350人 (同 2月 )が震災関連死と認
定されました。いまだ事故の収束を見通せない中、再び原発推進の政策に舵を切ることは許
されません。



県内では東海第二原発の再稼働問題があります。同原発は運転開始からすでに 47年を
過ぎ老朽化した原発であり、原発の周辺 30キロ圏内には約 92万人が生活し、首都圏に一

番近い原発です。ひとたび、東海第二原発事故が起これば甚大な放射能汚染の被害が発生

します。その影響は大きく、首都圏の経済活動も壊滅の危機となります。

日本原電は、東海第二原発の再稼働を目指していますが、2023年 10月 には安全対策
工事の要である防潮堤の基礎工事で、鉄筋の変形やコンクリート柱の施工不良が明らかにな

り、防潮堤工事はストップし、現在も原子力規制委員会での審査が続いています。

東海第二原発での重大事故を想定した約 92万人の避難計画では 2だから3だへの見
直しに伴う避難先の確保、大型バス・福祉車両等の移動手段確保、避難行動要支援者対策

等々、未解決の問題が山積していますδ

周辺 15市町村の自治体で進められている避難計画策定の大きな問題点となっているの
が、地震など「複合災害を想定した実効性ある避難計画」です。

2年前の能登半島地震では避難道路の陥没。隆起で車両の移動も困難になりましたが、県

内でも 15年前の東日本大震災では各地で道路損傷、陥没、液状化被害が生じ、車両通行
止めが数多く発生しました。しかし、これらの経験が活かされずに、避難計画の策定を発表し

た自治体の計画は、複合災害対策を想定したものとイまなっていません。

私たちは、形だけの避難計画の策定などあってはならないことを強く訴えます。真に実効性

ある避難計画策定ができない状況で、原発再稼働を許してはならないことを訴えます。

県内での原子力災害では、1999年 9月 30日に東海村で起きた」CO臨界事故で 2人
が大量の放射線を浴びて亡くなり、667名を超す住民などが被曝し、31万人が屋内退避を
経験しました。

世界では化石燃料からの転換や行き場のなぃ使用済核燃料の問題などを直視し、太陽光

や風力発電等の再生可能エネルギーヘと、原子力に依存しない社会に向かって進んでいま

す。

つきましては、このような状況を踏まえ、貴自治体に下記の要請をさせていただきます。

言己

―.核兵器は非人道的兵器であり、その使用は決して許されないという立場から、日本政府

に対して「核兵器禁止条約」の早期批准を求めてくださいと

―。子どもたちの未来に原子力災害のない安心な社会をつくるため、東海第二原発の再稼働

には反対の意思を表明し、廃炉を求めてください。

以上
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要  請  書

194:5年 8月 、広島 。長崎に原子爆弾が投下され、今年で81年を迎えます。原子爆弾は30万人

の生命を奪っただけではなく、被爆により今も健康不安を覚えながら生活を送る人たちもいま

す。一方で、戦争体験者の高齢化により、被爆 。戦争体験の風化が進んでいます。

私たちには、核兵器と戦争の残酷さを後世に伝え、二度と同じ過ちを繰 り返さないよう語り

書どこしigiと iζ甘[;:Lぞ :写 慨ぢoネ
ズエラヘ軍声攻撃々行

い、11111卜 統領夫
ルとともにイランヘの軍事攻撃を行うなど、自

らの意に沿わない国家 。政権を武力で屈服させようとする姿勢を鮮日月にしています。また、ロ

シアとウクライナの軍事衝突が発生してから4年が経過 しますが、未だ停戦の目途は立ってい
ません。2023年から続くイスラエルによるパレスチナ oガザ地区への攻撃は、日に日に激しさ

を増すばかりです。

このような世界情勢の中、かつての悲惨な戦争の経験からつくらね′た日本国憲法、特に 9条

を持つ日本が果たすべき役割は重要です⑤日本政府は周辺国の「脅威」を日実に、軍事予算の

増カロや軍備の拡大を進め、非核三原則の放葉さえも示唆するなど、「戦争のできる国」へと進み

つつあります。戦争によって犠牲になるIのは、青年であり(労働者です。私たちは、青年労働
者の立場から、武力ではなく、憲法を活かした平和外交への転換を訴えます。

また、核の被害は戦争だけで起こるものではありません。20H年に発生した福島第一原発事
故では、15年が経過 した今もなお 2万人以上の人が避難生活を余儀なくさね/ています。「核と人

類は共存できない」という事実に基づき、原子カエネルギーからの脱去,と 自然エネルギーヘの

転換を進めていく必要があります。                           
′

私たちは、過去の事実に学び、悲惨な戦争と核の被害を繰 り返さないために、「語りつごう、

走り続けよう、ヒロシマ 五ナガサキ 。オキナワの心を lJを スローガンに県内44市町村に対し
て要請行動に取り組んでいます。

つきましては、取 り組みの趣旨を御理解いただきつくば市におきましても、下記の要請に応

えていただけるようお願いいたします。

記

一、平和行政を推進するため、原爆パネル展や映画上映などの平和事業を行い、次代を担う子ど

もたちへ「被爆・戦争体験」を継承する具体策を進めること。

一、福島第下原発事故で明らかになった「原子力の安全神話の崩壊」を直視 し、東海第二原発を

はじめとしたすべての原発の廃炉を求めるとともに、原子カエネルギーからの脱却と自然エ

ネルギーヘの政策転換を求めるよう、関係各方面に働きかけを行うこと。

一、被爆国として世界のすべての核兵器 `核実験に反対の意志を表明すること。

2026年 7月 80日
つ くば市議会議長 黒田 健祐 殿

茨城 県

委員長

(自 治
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つくば市議会議長

黒闇健祐 様

午前 H時ころまでの間、茨城県つく

2026年 8月 28日

の、つくば市議会議員として、

つくば市民としての義務を果たすよう要望する陳情書

陳情者 住所  千葉県流山

氏名

連絡先

陳情趣旨

。こ
|は
平成 30年 12月 11日 、当方?棒|     ) 、 1こ対 し

|卜謗

～

1殺る等の暴空
j=を力隠えらヤした事1liに遡 りますむ

この事件で、娘は約 2週間の安静加療を要する顔面打撲・座礁の傷害を負わ

せた行為にとどまらず、令和 2年 6月 13日午前 10時 30分 ごろから、同日

団     在のE
居室内において、娘に対 し暴行を加え、1



週間の安静、力H療を要する右上腕、下日唇、右顎、左手関節、右下腿、右鼠

径コ
`Ⅲ

右手、右肩及び胸部挫傷を負わせた事件がありまいた。

簡科があると聞いていたので、このような悲腺llを繰 り返さないためにも、刑

事事件にして有罪にしたかったです。

一方 は部割賦購入できなかった状況でした。

それで、娘は身代わりとなり、娘名義で車を割斯ヽす峰
仝
し、その車を

‐

IIL氏が乗つて予ヽたと彰tう 事・情がありました。

また、任意保険に加入していなくt事故を起こされて賠償能力がなかった

場合、こちらに責任が及ぶあを避けたぃとぃぅ背景もあう、車を取り戻すこ

とを第一に考えぎるを得ませんでした。

女性の暮半J長からは、今度は突刑になる可能制が高いので取り下げないほ

うが良tヽ と言われましたが、ゃむなく石談にすることに,ま した。

示談内容として娘名義の車の引き渡しと、金 10o万円を振り込む等の内容

で和解 しました。

最初の示談金20万円はすぐに支払われ革した。残りを一括での支払いは

無理とのことだったので、相談に乗ってあげました。



残 りは令和 2年 8月 から周年 10月 まで毎月末日限り、20万円ずつ、令和

2年 1'月 から令和 3年 2月 Iま で毎月末日限り5万円ずつ、といぅ条件でし

た。

しかし、示談金の振込 の供証人の兄弟からも次第に無く

なり、弁護士の先生に相談し、払期日は令和 7年 3月末日とし再度督促をし

ていただきましたむ

その結果、たびたびの督促により令不Π7年 1月 21日 に 40万ド]支払われま

した。

しかし、期日までに金額支払われることはありませんでした。そのため、

狼害賠筏請求事件の少額訴訟の審理の毅判を令和7年 4月 に入りすぐ依頼

し、書類を作成していただきました。その後t弁護士め先生からは、訴状作

成等の手付金の請求がありました。その金額は16万 5千円でしたと

のちに、令和 7年 5月 17諷 に示談金の残額 402,172円 が振り込まれたと

の連絡をいただきました。しかし)時すでに避しです。

この内容では、当方に手付金の負担義務はありません。

このような背景がありましたので、つくばT肘議会議員として、つくば百f民 とし

ての義務 果々たすよう1策情する次第です。

資料として当時の示談書を資料として提出いたします。



陳1背事項

・直ちに損害賠償請求事件の少額訴訟手付金 16万 5千円の支払を求めます

・前回令和 7年 5月 30日 の陳1昔から何の連絡もなく時間が過ぎたことについ

て、つくば11ご議会議員としての文章での説り1費任を求めます



談一不 赴
I当

(1ス |ギ
「町1」 という。 )、 (以下「乙」 (七 いう。)

及 以下 「丙Jと いうぃ)は、本側、リ ドのとおり合意した。

1 乙は、町4に対し′、乙のll任弁すする現在までF)以 ド(1)及び(2)■)熱行を含
む金ての行為 (以 下 :木件」という。)に より、幹1に多大な|ぬ体的・精神
的苦席を与えたことを深く謝罪とt珊4は こメ1フを受け入れるこ

(1)乙が、令和 241i6プ]18日 午白11 l o時 30分ころから周瞬午前 11
時ころまでの間、茨城県ちくば p千在:(′)IIIIII

力‖え、 1甲 に 1方居室内において、「ドに邦ユし熱行を

迎問の安静、力‖度を要する右 L腕、 下日尽、右敦、左千開節、布下腿、
右鼠径部、本手、右厨及び胸部機傷の傷筈を負わせた行為

(2)乙が、平成 80年 12月 11騨 (町1に対モノ殴る等の操行を加え、 lll
に約 2迎爆ηの安静、加療を要する顔師打撲・挫傷の傷害を負わ1士た行

為

2 乙イよ、中Iに対し、本件の示談金と tンて金 19()万円の文+ど、養務があるこ
とを認める。

3 乙は、甲に対し、本郷、前項の金員のうち金 20万伊1を文1ムい、日1は こ
れを隻領した。

4 と1は、甲に紺と、第 2収 (ノ)金艮から前事の金員を挫除と/た残額の金80
万円を、次のとおり分制 t´ て(坪

'指
定σ〕下記 r¬座へ振り込む方法により支

1ど、う.振込手数准|は乙♂)負担とする、乙が当該文V、を怠′,た場合には、rぢ
イよ甲に対とン、年 14.6γ)の割今による避延機答命を支払う。
(1)令和 2年 8月 から同年 1(〕 月まで毎,1末翔限り 20万円ずつ
(2)令和 2年 十1メ1から令和手;年 2月 Hミで彿チ可末口限り 5万μlずつ

記

ナPT|くイ子
 ‐

:覚 ■



う 丙は、叶1に対し、乙び)Чlに対けする第曇項の樹務を連特キ保〒悧〕~る .西は、
叩代剰!人 に対 tン 、 白i■ T)勤務先の情報を提供と′、令不H8年 2'1末 日までti
勤務先が変更とな f)た場合にイよ、変更後 lノ,勤務先の情報を甲代〕■人に告知1
‐
するら        

｀

6 なょは、甲に対 t′ 、本田、乙がp:持するFμ所有の自動 11

登録番七 車モⅢ:番 号‐ 以 下 1本件白

動r柱 Jと いうぅ)の鍵を交付 tダ、軒1は これを受領し/た争乙は、本側f白 動車

に関するDi有権 (持分)及びすべてT)請求14を放案する。

7 甲は、乙に丼|・ こャ、本日、鳴3が所持する第 1項 (1)記載
`ノ

)と上方の鍵を交付

[′、と,はこれを受領 tッた。

8 乙メデ内1こ :存サ｀る叶fσ,〃Fイ l~物イこヤつき、 とょは、 叩れヽら令れ12旬i7月 末日友で
に物II!1を特定の tiじ 1渡 tィの要求がさ,1,た物辞]について、乙方内を確誌の上、

乙に引k,いて見つけることができた物 I録1を、同年 8月 15日 までに到
`イ

史でЧl

代理人の住えJ〒宛に送ることとする予町1はヽ令れ12年 7月 末日百こでに引波 Lン

の要求をしなかったれ方内の甲の翔

'れ

・
物にメ,ぃ ては、所冶

i権
を股棄とン、とと

'

において処分されィてt,共議を述べない。

9 乙は、乙が所持するHlに開するデータを全て消去 tァ、今後、本示談普の
腔行のア1めその他のや上,を得ない場合を除さ、そば)意思に基づいて、甲及

び41の規族に接触せ
―
J」、 とり〕の連絡なとらないことを確約する。乙が本条

任逢反 し,て 甲に接触叉は連絡を1又った場合には、甲に対 |ン 、逮約金とtて

金と,Oo万円を1支払う。

10 叶1は、本件について、乙からの甜すサトなf受け入れ、浄ノ)刑事処釧を求めな

い゛颯1は、こスに対する第 1項 (1)及び (2)の行為にかかる畔f告 を含む ‐切ブ,

告訴及び被審届を取リドげ、今後、本件について告訴及び被審屈の提出を'

行わない。  ′

H llJ、 と,及び丙は、吋1乙 !手出1及 び |+Ⅲ 内問に、本示談普lノ )はか、そサしぞれ何ら

の使14横務関係が存しないことな1榊:認する.

,
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信:〕「

(乙 )

悧r,JI:

(西 )

住え
'千

氏名 マなど丁4x

千葉県松戸

氏名,みイ、`多?尺 43玄 点

〃,妙残均` オ′声わちち
・淋

氏名
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【要望書】

高跡 プレギー納速器研究機構繭根u用地F汗ョ発tこ関鶴
住民議瞬会開奪控等を戒翰る要望書

つくば市長 宛
つくば市議会 宛

現在、高エネルギー加速器研究機構(KEK)南イ貝」用地において、巨大デエタ地ンターおよび大型物
流施設の建設計画が進梯られています。

本計画について、寧業者から電〕くば市へ|ま『周辺住民へσ)説明を実施し、異議はなかつた」との報
告が提出され、それを前提としてF汗弓発許可が行われたとされています。

しかしながら、周辺住民の中から「説昌月を受けていない」「文書が届いていないJ「同意した認識が
ないどという声が寄せられています。

よつて、以下の事項を要望―します。

【要望事項】
職a周辺住民を姑象撞した正式な説明会を開催するこ越
2懐 データセンタra物流施設の計画内容を詳細に説圏月すること

8B騒音 e将路偽・排ガス。異臭・交通垂などい環境影響についで説明すること
4目 住民の意見を聴取する協議の場を設けること
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